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「計画的な行政運営」から「ともに進める」まちづくりへ 

総合計画を「羅針盤」に 

「つくる」だけでなく「つかう」総合計画へ

  

１．総合計画の考え方 
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SDGs の理念を意識した計画 

 尼崎人口ビジョン及び尼崎版総合戦略の位置付け 
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  まちづくり構想 

  まちづくり基本計画 

  期間 

  

２．総合計画の構成と期間 
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  SDGs の理念を意識した計画 
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2021 年 現在 

全国で総世帯数がピークに【国立社会保障・人口問題研究所】 

・団塊の世代がすべて後期高齢者（75 歳以上）に 
 【厚生労働省】 

・日本国際博覧会（大阪万博）開催【経済産業省】 

・脱炭素社会に向けた中間目標 
（CO2 排出量 2013 年比 46％減） 

2030 年 

・SDGs 期限。ポスト SDGs 開始 

2042 年 

2050 年 

2025 年 

2023 年 

・高齢者（65 歳以上）人口がピークを迎える 
【国立社会保障・人口問題研究所】 

・脱炭素社会の実現（CO２排出量実質０） 

今後、影響が見込まれる事象など 
・人口減少社会がもたらす影響 
・技術革新。特にデジタル化を前提とした社会への対応 
・南海トラフ巨大地震や想定を超える自然災害への対応 
 

１．社会潮流 
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  人口減少社会の進行 

（年） 
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  多様化するコミュニティと地域におけるつながりの希薄化 

 

 

 

  脱炭素社会の実現に向けた機運の高まり 

基準値のCO2排出量

2013年 3,502 kt

中間目標 2013年比で50％

2030年 1,751 kt
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本市社会福祉協議会加入率の推移
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  デジタル化の進展 

  産業構造・労働環境の変化 
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実質GDPの推移

リーマン・ショック 

(08 年 9 月) 

東日本大震災 

(11 年 3 月) 

消費税引き上げ 8％

(14 年 4 月) 

新型コロナ拡大に 

よる緊急事態宣言 

(20 年 4 月) 

（資料）内閣府 （年） 

（兆円） 

（％） 

（資料）総務省「令和 3 年版情報通信白書」 
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  災害対策など安全・安心への意識の高まり 

 

 

 

 

 

  新型コロナウイルス感染症がもたらした新たな日常  
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兵庫県の降雨強度 1時間50mm以上の年間発生回数

（資料）気象庁 

新型コロナウイルス感染拡大下での『ナッジ』理論の活用例。 

地面に張られた足跡マークに合わせて間隔を空けて並ぶ仕組みづくり。 

世界保健機関（WHO）の HP にも取り上げられました。 

（年） 

（回） 

Web 会議システムを活用したタウンミーティング。 

コロナ禍における新たなつながりの手法。 

市外、自宅など色々な場所から気軽につながることができます。 
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